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大きな環境変化を新たなビジネスの機会と捉え、多様なお客様と社会のニーズに応え、

社会価値を創造するためにも、一層の事業基盤の拡大・財務基盤の強化が必要

1. 本経営統合に至る経緯と背景

 両社は2016年5月の資本業務提携の締結以降、海外インフラ投資事業の強化など協業を推進

 経営統合を一つの選択肢に、その関係強化に向けて協議を重ねた

 社会・企業活動を取り巻く大きな環境変化にいち早く適応し、先進的なアセットビジネスの領域を、
さらに開拓していくためには、合併が最適と判断

 相互尊重・公平の精神、ならびに建設的な姿勢をもって検討を進め、両社で合併に合意

従来型のリース・ファイナンスに加えて、事業の投資・運営などを通じた社会的課題の解決
両社の
共通課題

想像以上のスピードで産業レベルのビジネスモデルチェンジ

メガトレンド

気候変動
資源不足

脱資源・
脱化石燃料

人口構造の
変化

テクノロジーの
進歩

都市化
世界の経済力
のシフト

多極化する
世界

サプライチェーンの
質的再構築

デジタル化
データエコノミー化

大量生産・消費から
循環経済への変革

COVID-19

により増勢
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2. 本経営統合の目的

 両社は統一されたビジョン・理念のもと、一つの会社として事業を展開することで「（ⅰ）ビジネス領域の相互補完」
「（ⅱ）経営基盤の強化」、さらに、これらをベースとした「（ⅲ）新たな価値創造」を実現

 外部環境の影響を受けにくい強固で安定的な収益基盤の実現に加え、強化される体力を活かして投資活動を一層
拡大し、収益力向上を図る

 競争力の源泉である強靭な経営基盤の構築を図り、リース会社の枠を超えた新たな価値を提供

（ⅰ）ビジネス領域の相互補完

 ビジネス領域、展開地域双方
におけるポートフォリオの分散

 強固で安定的な収益基盤の構築

 強化される体力を活かした投資
活動の拡大

（ⅱ）経営基盤の強化

 両社が有する資源・ノウハウの結集

— 人材（財）の活用・強化

— パートナー・ネットワークの活用

— 財務基盤強化

— リスクマネジメントの高度化

— デジタル化の推進

（ⅲ）新たな価値創造

 従来のリース会社の枠を超えた
新しい価値の提供

 業界屈指のグローバルプレイヤー
となり、拡大する規模と蓄積される
資本を活かし、世界各地のお客様や
地域社会に貢献

 新時代の社会的課題解決企業に
成長
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2. 本経営統合の目的－ビジネス領域の相互補完－

 三菱UFJリースの強みはコーポレートファイナンスに加え、不動産やグローバルアセット等のアセットビジネス

 日立キャピタルの強みは販売金融に加え、日立ビジネスやコンシューマーファイナンスを含む海外地場ビジネス

 両社の注力重点分野は、社会インフラ、環境・エネルギー、モビリティ等であり、理想的な相互補完関係

 統合新会社のビジネス領域はフルラインアップ化を実現し、両社が強みを有するビジネスを強化・拡大していく

※ JII：ジャパン・インフラストラクチャー・イニシアティブ株式会社

ｺー ﾎﾟ
ﾚー ﾄ
ﾌｧｲﾅﾝｽ

海外
地場
ﾋ゙ｼﾞﾈｽ

販売金融
ﾍﾙｽ
ｹｱ

環境・
ｴﾈﾙｷﾞー 海外

ｲﾝﾌﾗ

不動産
ﾓﾋ゙ﾘ
ﾃｨ

ｸ゙ﾛー ﾊﾞﾙｱｾｯﾄ
企業
投資

BPO

ｻﾌ゚ﾗｲﾔー ﾍ゙ﾝﾀ゙ｰ 太陽光 風力 ﾘー ｽ 金融 投資 航空
鉄道
貨車

海上
ｺﾝﾃﾅ

統合新会社 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

三菱UFJリース 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

日立キャピタル 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

JII※ 〇

三菱UFJリース 日立キャピタル

コーポレートファイナンス 販売金融

日本に強み 欧州に強み

不動産ビジネス
（証券化ファイナンス、不動産投資）

グローバルアセット
（航空、鉄道貨車、海上コンテナ）

日立ビジネス
（重要な金融パートナー）

海外地場ビジネス
（UKコンシューマーファイナンス等）

社会インフラ、環境・エネルギー、モビリティ等

特徴

共通の注力
重点分野

両
社
の
強
み
の
あ
る
分
野

両
社
の
特
徴
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3. 本経営統合後の姿

2.3 2.7
3.7

5.6
6.2 6.3

10.0

13.0

みずほ
リース

芙蓉総合
リース

日立
キャピタル

東京
ｾﾝﾁｭﾘｰ

三菱UFJ

リース
三井住友

ﾌｧｲﾅﾝｽ＆ﾘｰｽ
統合新会社 オリックス

44%

18%
3%

3%

21%

10% 1%
カスタマービジネス

不動産

環境・エネルギー

ヘルスケア

航空

ロジスティクス

インフラ・企業投資

37%

14%

28%

10%

6% 4%
アカウントソリューション

ベンダーソリューション

欧州

米州

中国

ASEAN

※三菱UFJリースは事業資産、日立キャピタルは営業資産を記載

2020年3月期/単位：兆円 2020年3月期/単位：億円

2020年3月期

175 
261 306 

563 612 
707 

1,013 

3,027

みずほ
リース

芙蓉総合
リース

日立
キャピタル

東京
ｾﾝﾁｭﾘｰ

三井住友
ﾌｧｲﾅﾝｽ＆ﾘｰｽ

三菱UFJ

リース
統合新会社 オリックス

三菱UFJリース 5.3兆円 日立キャピタル 3.2兆円

格付機関 長期 短期

S&P A- A-2

Moody’s A3 -

JCR※ AA J-1+

R&I※ A+ a-1

格付機関 長期 短期

S&P A- A-2

Moody’s - Prime-2

JCR※ AA- J-1+

R&I※ A+ a-1

2020年3月末時点

三菱UFJリース 日立キャピタル

※.JCR：日本格付研究所、R&I：格付投資情報センター

総資産 10兆円 純利益 1,000億円超

セグメント別資産※割合 格付
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4. 統合新会社の経営ビジョン・基本戦略

経営ビジョン

統合新会社のめざす姿ビジネスモデル

社
会
・環
境
変
化

提供価値

社会価値創造企業

経営課題の
解決

安心安全の
実現

新しい社会
への対応

株主利益の
拡大

統合新会社に
対する自信と誇り

社会的課題を解決し、社会価値を創出

事業機会の
拡大

最適化提案ソリューション

ESG経営推進サービス開発 職場環境作り

経営基盤

注力領域においてリース会社の枠を
超えた先進的アセットビジネスを展開、
開拓者精神で社会価値の創造を続け、

経営ビジョンを達成する

Voyager to the Frontier

注力領域

モビリティ

グローバル
アセット※3

環境・
エネルギー

販売金融

社会資本／
ライフ※2

社会的課題の解決

アセットビジネスの
プラットフォームカンパニー※1

アセットリスク 投資リスク信用リスク

アセットホルダー

アセット価値創出力

アセット型
ファイナンス
ソリュー
ション

アセット
利用価値
提供

アセット
投融資

アセット
付加価値
サービス

アセット
活用事業

＋

アセットホルダーとして
「アセット価値創出力」を活かし、

アセット価値を収益化

× ＝

※1 アセットは、情報化資産（ソフトウェア・データベース）、革新的資産（研究開発・ライセンス）、経済的競争力（人材/財・組織）等の無形資産も含む
※2 社会資本/ライフとは「インフラ・まちづくり、ヘルスケア、食農・生活」分野のこと
※3 グローバルアセットとは「航空機・航空機エンジン、鉄道貨車、海上コンテナなどグローバルに市場価値を有する資産」のこと

財務基盤
強化

人材（財）の
活用・強化

リスクマネジ
メントの高度化

デジタル化の
推進

ﾊﾟｰﾄﾅｰ・
ﾈｯﾄﾜｰｸの活用

持続可能な成長 企業価値の向上

展開地域(5極)

日本 米州欧州 中華圏
アジア・
オセアニア
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4. ①統合新会社のめざす姿

注力領域

Voyager to the Frontier

経営ビジョン

モビリティ グローバルアセット環境・エネルギー 販売金融社会資本／ライフ

 オートリースや先進的な
モビリティサービスが
対象

 データ利活用による
ソリューション提供へ
進化

 世界各地で高い流動性
と価値を見出せる
高付加価値資産が対象

 オペレーティングリース
をベースに多様な
アセットビジネスを推進

 再生エネルギーを主体
に、創エネ、蓄エネ、
省エネ全般が対象

 プロジェクト投融資に
加え、戦略パートナーと
の共同ビジネスに展開

 小口分散化された
アセットが対象

 デジタル化による
省人化、効率化の加速

 産業基盤・生活関連の
社会資本が対象

 不動産ファイナンス、
事業運営、社会インフラ
投資を展開し豊かな暮
らしの実現に向けた価
値を提供

 統合新会社は、リース会社の枠を超えた先進的なアセットビジネスを展開し、お客様に新たな価値を提供

 開拓者精神で新たな領域・地域にチャレンジし、社会価値を創造

 両社が強みを有する5つの注力領域においてイニシアティブを発揮、フロンティアを切り開き、深耕していく強い意志
を込め、統合新会社のめざす姿を「Voyager to the Frontier」と表現

持続可能な成長 企業価値の向上社会的課題の解決

④展開地域 経営基盤

①経営ビジョン

②ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙ

③提供
価値

①めざす
姿

統合新会社の基本戦略

社
会
環
境
変
化
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4. ②ビジネスモデル

信用リスク アセットリスク 投資リスク

アセット型ファイナンス
ソリューション

アセット投融資
アセット付加価値

サービス
アセット利用価値提供 アセット活用事業

お客様のニーズに沿って、
主としてアセットを
活用したファイナンス
ソリューションを提供

事業資産の価値を
裏付けとして行う投融資

アセットの保守・管理・運用

などの業務を請け負い、
フィー収入を得る

アセットを最適な形態で共有
することで多数の利用者から

利用料を得る

アセットを活用した
事業を自ら経営し

事業収益の最大化を狙う

情報化資産革新的資産有形資産 無形資産

アセットホルダー

アセット価値創出力※

＋

 有形資産のみならず、無形資産も広く保有するアセットホルダーとして、「アセット価値創出力」を活かしたビジネスを
積み重ね、アセット価値の収益化を図る

 アセットビジネスの5つの形態のそれぞれを研ぎ澄まし、ビジネスモデルを常に刷新・進化

※アセット価値創出力とは、価値創造に資する業務を次々と創出し提供することで直面する課題の阻害要因を解決するイニシアティブを発揮、
お客様やパートナーの競争力向上を実現する力

アセットビジネスのプラットフォームカンパニー

④展開地域 経営基盤

①経営ビジョン

②ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙ

③提供
価値

①めざす
姿

社
会
環
境
変
化

統合新会社の基本戦略
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4. ③提供価値

 環境変化に適応し、強固なビジネス基盤を活用した企業活動を通じて社会的課題を解決

 多様なステークホルダーの視点を取り入れることで、産業・社会全体への社会価値創造を図る

社会的課題を解決し、社会価値を創出

経営課題の解決

顧客

新常態での安心・安全の実現

地域社会

脱炭素・デジタル社会への対応

産業全体

スマート化やエコシステム
創造による最適化の提案

「アセット利用価値提供」「金融」の組合せによる
ソリューション・新しい事業のアイデア

株主利益の拡大

株主

統合新会社に対する自信と誇り

社員

事業機会の拡大

パートナー

企業価値の向上
ESG経営の推進

働きがいのある
職場環境づくり

付加価値の高い
サービスの開発

社会価値創造企業

④展開地域 経営基盤

①経営ビジョン

②ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙ

③提供
価値

①めざす
姿

社
会
環
境
変
化

統合新会社の基本戦略
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4. ④展開地域

 「日本」「欧州」「米州」「中華圏」「アジア・オセアニア」の5極で事業を積極展開

 各地域の特性を見極め、地域に根付いたビジネスモデルへの刷新を継続することで、それぞれの地域で独自の
存在感を発揮

拠点別資産※残高

2020年3月期/単位：億円

④展開地域 経営基盤

①経営ビジョン

②ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙ

③提供
価値

①めざす
姿

社
会
環
境
変
化

統合新会社の基本戦略

拠点

拠点/会社数

三菱UFJ

リース
日立

キャピタル
両社合算 展開5極

日本 44 29 73 日本73

英国 0 2 2

欧州
15

ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ 0 1 1

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 3 0 3

ｵﾗﾝﾀﾞ 0 3 3

ﾄﾞｲﾂ 0 1 1

ｵｰｽﾄﾘｱ 0 1 1

ﾍﾞﾙｷﾞｰ 0 1 1

ﾁｪｺ 0 1 1

ｽﾛﾊﾞｷｱ 0 1 1

ﾊﾝｶﾞﾘｰ 0 1 1

米国 6 2 8 米州
10ｶﾅﾀﾞ 0 2 2

中国 3 2 5 中華圏
9香港 2 2 4

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 1 1 2

ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ

19

ﾀｲ 4 2 6

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 6 2 8

ﾍﾞﾄﾅﾑ 1 0 1

ﾏﾚｰｼｱ 0 1 1

ﾐｬﾝﾏｰ 1 0 1

合計 71 55 126

約50,000

三菱

UFJリース

日立

キャピタル

統合新会社

日本

約3,000

三菱

UFJリース

日立

キャピタル

統合新会社

中華圏

約3,000

三菱

UFJリース

日立

キャピタル

統合新会社

アジア・オセアニア

約18,000

三菱

UFJリース

日立

キャピタル

統合新会社

米州

約11,000

三菱

UFJリース

日立

キャピタル

統合新会社

欧州

※三菱UFJリースは事業資産、日立キャピタルは営業資産を記載
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5. 本経営統合によるシナジー

年間100億円程度
（税前ベース）

（2020年度比）

統合シナジー
(2023年度)分野 シナジー施策

経営資源
• 経営資源の最適化
• 調達の共同化

営業

• 営業ネットワークの相互活用によるトップラインの向上効果

投資

• 経営統合による資本余力、及び事業/地域両面のポートフォリオ
分散効果を活用
 現状程度の格付水準を維持しつつ、効率的な資本運営を

実施
 資本余力を活用した資産の積み上げ、事業投資

α

β

＋

＋

競争法のクリアランス取得後に両社で営業関連の
情報交換を行い、本格協議を行う予定
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6. 合併比率・統合新会社の概要

1: 5.10

合併比率
三菱UFJリース : 日立キャピタル

日立キャピタルの株式1株に対して
三菱UFJリースの株式5.10株を割り当て

商号 未定

本社所在地

会計基準

東京都千代田区丸の内一丁目5番1号

日本基準
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7. 統合新会社のコーポレート・ガバナンス体制

監査

付議

付議・報告選任・解任・監督

選任・解任 選任・解任

監督・監査
機能

業務執行
機能

取締役会

業務執行部門

代表取締役
社長

ガバナンス
委員会

経営会議

執行役員（業務執行取締役含む）

監査・監督

監査等委員会

監査等委員
取締役

株主総会

 統合新会社は経営の公正性・透明性を高め、取締役会の監督機能を強化した「監査等委員会設置会社」とし、
コーポレートガバナンスの充実を図る
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8. 統合スケジュール

2020年9月24日（本日） 経営統合契約、合併契約の締結

2020年12月31日（予定） 臨時株主総会基準日（両社）

2021年2月下旬（予定） 臨時株主総会（両社）

2021年4月1日（予定） 本経営統合の効力発生日



ー 補足資料 ー
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三菱UFJリースの概要

三菱UFJリース

所在地 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号

代表者 取締役社長 柳井隆博

資本金 33,196百万円

設立年月日 1971年4月12日

従業員数 （連結）3,301人

主要取引銀行 株式会社三菱UFJ銀行、株式会社みずほ銀行、三井住友信託銀行株式会社、
農林中央金庫、株式会社日本政策投資銀行

大株主 三菱商事株式会社 20.10%

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 13.50%

株式会社三菱UFJ銀行 6.11%

長期発行体格付 S&P：A- Moody’s：A3 JCR※：AA R&I※：A+

決算 日本基準（単位：百万円）

2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

売上高 869,948 864,224 923,768

営業利益 79,285 80,371 91,853

経常利益 86,177 87,605 94,376

親会社株主に帰属
する当期純利益

63,679 68,796 70,754

純資産 731,124 778,582 798,820

営業資産残高 4,909,279 5,046,490 5,228,461

総資産 5,552,712 5,790,929 6,285,966

※ JCR：日本格付研究所、R&I：格付投資情報センター
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日立キャピタルの概要

日立キャピタル

所在地 東京都港区西新橋一丁目3番1号

代表者 執行役社長兼CEO 川部誠治

資本金 9,983百万円

設立年月日 1957年9月10日

従業員数 （連結）5,643人

主要取引銀行 株式会社三菱UFJ銀行、株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行、
三井住友信託銀行株式会社、農林中央金庫

大株主 株式会社日立製作所 33.39%

株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ 23.00%

三菱UFJリース株式会社 4.20%

長期発行体格付 S&P：A- JCR※：AA- R&I※：A+

決算 国際財務報告基準（IFRS）（単位：百万円）

2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期

売上収益 404,124 453,253 464,020

調整後営業利益 45,423 29,396 39,874

税引前当期利益 44,295 32,706 42,526

親会社の所有者に
帰属する当期利益

32,057 19,363 30,693

資本合計 393,107 390,418 396,013

営業資産残高 3,179,135 3,392,878 3,185,326

資産合計 3,468,756 3,772,784 3,719,474

※ JCR：日本格付研究所、R&I：格付投資情報センター
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ディスクレーマー

本資料には、三菱UFJリースと日立キャピタルの間の本経営統合の成否またはその結果に係る「将来予想に関する記述」に該当

する情報が記載されております。本資料における記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外の記述は、係る将来予想
に関する記述に該当する可能性があります。これらの将来予想に関する記述は、現在入手している情報を前提とする両社の仮定
及び判断に基づくものであり、既知または未知のリスク、不確実性等の要因を内在しております。これらの要因により、将来予想
に関する記述に明示的または黙示的に示される両社、または両社のいずれか一社（または本経営統合後のグループ）の将来に
おける業績、経営結果、財務内容に関して、本資料の内容と大幅に異なる結果をもたらす可能性があります。また、両社は、本資
料の日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれまして
は、今後の日本国内における公表及び米国証券取引委員会への届出（本経営統合に関連して必要となる場合に限ります。）にお
いて両社（または本経営統合後のグループ）の行う開示をご参照ください。

なお、上記のリスク、不確実性等の要因の例としては、以下のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。

• 企業信用状況の悪化

• グローバルアセットや不動産等のアセットの価格変動、金利・為替を含む経済・金融情勢の変動

• COVID-19を含む感染症・地震・風水害・テロ・気候変動等

• 事業活動に係る国内外の法令・会計・税制等の各種制度の変更

• 本経営統合に係る契約に係る株主総会における承認を含む必要手続が履践されないこと、その他の理由により本経営統合
が実施できないこと

• 本経営統合に関する競争法上の関係当局の審査等の手続の遅延、または係る競争法上の関係当局の承認その他必要な
承認等が得られないこと

• 本経営統合後のグループにおいてシナジーや統合効果の実現に困難が伴い、または実現できないこと
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三菱UFJリースは、本経営統合が行われる場合、それに伴い、Form F-4による登録届出書を米国証券取引委員会に提出する可
能性があります。Form F-4を提出することとなった場合、Form F-4には目論見書（prospectus）及びその他の文書が含まれるこ
とになります。Form F-4が提出され、その効力が発生した場合、本経営統合を承認するための議決権行使が行われる予定であ
る株主総会の開催日前に、Form F-4の一部として提出された目論見書が、日立キャピタルの米国株主に対して発送される予定
です。Form F-4が提出されることとなった場合、提出されるForm F-4には、両社に関する情報、本経営統合ならびにその他の関

連情報などの重要な情報が含まれます。日立キャピタルの米国株主におかれましては、株主総会において本経営統合について
議決権を行使される前に、本経営統合に関連してSECに提出される可能性のあるForm F-4、目論見書及びその他の文書を注意
してお読みいただくよう、お願いいたします。本経営統合に関連してSECに提出される全ての書類は、提出後にSECのホームペー
ジ（www.sec.gov）にて無料で公開されます。なお、かかる資料につきましては、お申し込みに基づき、無料にて郵送いたします。


